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【農業経営課】 ［主要事業］

総合 基本目標 Ⅰ 活力あるしまね

発展 政 策 名 ２ 自然が育む資源を活かした産業の振興

計画 施 策 名 ３ 農林水産業の担い手の確保・育成

事 務 事 業 名 新規就農者等育成確保推進事業

１ 趣旨
農業従事者が減少し、高齢化が進行するなか、農業の新たな担い手育成は県及び

地域の喫緊かつ重要な課題である。このため、相談～研修～就農の各段階での支援
をさらに強化するとともに就農後のフォローにより農林水産業の担い手を育成･確
保する。そのため、県内外からの就農希望者を確保し、受入体制の強化および既存
事業を拡充することにより、新規就農者数（自営・雇用）の増加対策を総合的に実
施する。

２ 事業概要

認定新規就農者、農業法人、しまね農業振興公社、市町村等３ 事業実施主体

４９５，１６７千円４ 予算額

（単位：千円）

　【事業概要】 28年度予算額

就業プランナー設置・PR強化事業等　（相談活動、アグリセミナー、就農相談バスツアー等） 21,935

農業高校地域連携推進　（連携会議の開催、高校連携コーディネーターの設置等） 3,544

就農前研修・定着支援 118,700

認定新規就農者等が行う施設等整備（他課執行分　38,250千円含む） 80,000

4,350

21,000

13,350

研修受入農家助成 15,135

研修受入農家への助成（3万円/月・最大2年間） 15,135

就農前研修・定着支援 20,910

半農半Ｘ就農前研修経費助成（12万円/月、UIターン者）　夫婦共同経営を目指す場合それぞれ対象 11,760

半農半Ｘ定住定着助成（12万円・18万円（夫婦共同経営）/月、UIターン者）　県1/2・市町村1/2 9,150

(※)就農給付金（UIターン準備型）　認定新規就農者を目指す者（12万円/月、45歳以上） （外部基金）

★(※)就農給付金（Uターン親元研修型）　認定新規就農者を目指す者（6万円/月） （外部基金）

(※)就農給付金（経営開始型）　認定新規就農者（75万円/年、45歳以上） （外部基金）

 しまねアグリビジネス実践スクール設置 33,868

若手農業者経営力養成コース （経営力やマネジメント能力の養成）

受入農家研修コース （心構えやコーチング技術を学ぶ）

新規就農者基礎研修コース （農業機械の扱いや土壌肥料等の基礎研修）

農業女子研修コース （経営力養成およびネットワークづくり）

★農福連携指導者養成コース （福祉施設指導者を対象にした基礎研修）

集落等派遣コース （集落・産地に派遣し実地研修を行う）

国　新規就農・継承総合支援事業の執行に伴うもの

青年就農給付金（150万円/年　準備型：2年間、開始型：5年間（45歳未満）） 282,000

県単事業（外部基金(※)を除く） 214,092

282,000

496,092

○企業の農業参入推進

企業参入促進 37,325

企業が行う生産活動や加工等の調査研究活動等への支援 1,800

新規参入企業整備支援 32,508

企業訪問や相談対応、研修会の開催等 3,017

37,325
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【農業経営課】 ［主要事業］

総合 基本目標 Ⅰ 活力あるしまね

発展 政 策 名 ２ 自然が育む資源を活かした産業の振興

計画 施 策 名 ３ 農林水産業の担い手の育成・確保

事 務 事 業 名 農地利用集積促進事業

１ 趣旨
担い手への農地集積と集約化により農業構造の改革と生産コストの削減を強力に推進

するため、農地の中間的受け皿として県に農地中間管理機構を整備し、その活動を支援

する。

２ 事業概要
（１）農地中間管理機構事業（211,481千円）

①事業内容

担い手への農地の集積・集約化を促進するため、農地中間管理機構の運営活

動、市町村への業務委託などに要する経費を支援。

②補助率 定額（国7/10、県3/10）他

③補助事業者 機構、県

（２）機構集積協力金（262,987千円）
１）地域集積協力金
①事業内容

地域内の全農地面積に対する機構への貸付面積の割合に応じて、地域に協力

金を交付 （使途は地域の判断）。

②交付対象

地域における話し合い（人・農地プラン等）に基づき、機構にまとまった農

地を貸し付けた地域

※「地域」とは、集落など、外縁が明確である同一市町村内の区域のことをいう。

２）経営転換協力金
①事業内容

高齢化等で農業をやめる農業者や農業部門の減小により経営転換する農業者

等が、機構へ自作地の貸し付けを行った場合に、貸し出す面積に応じて協力金

を交付。

②交付対象者

経営転換・リタイア・相続する農業者

３）耕作者集積協力金
①事業内容

機構の借受農地等に隣接する農地を、機構に貸し付けた場合に貸し出す面積

に応じて協力金を交付。

②交付対象者

機構の借受農地に隣接する農地の所有者又は耕作者

機構、市町村、県３ 事業実施主体

５７７，５５６千円４ 当初予算額
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【農業経営課】 ［主要事業］

総合 基本目標 Ⅱ 安心して暮らせるしまね

発展 政 策 名 ５ 生産基盤の維持・確保

計画 施 策 名 ５ 農山漁村の多面的機能の維持・発揮

事 務 事 業 名 地域貢献型集落営農連携・強化支援事業

１ 趣旨
地域の将来ビジョンを基点とした、地域に密着した小さな起業を含めた経営の多角化を支

援し、地域の人材が活躍できる仕事の創出や地域外の新たな人材を呼び込み、地域の活性化
を担える地域貢献型集落営農法人の育成を推進する。
さらに、地域貢献型集落営農をはじめ、地域の様々な農業者等が連携して中山間地域の持

続を可能とする連携体制の構築を推進する。

２ 事業概要
（１）地域貢献型集落営農育成・確保支援

地域の農地維持等を目的とした組織の設立・育成に向けた支援を行う。
①集落ビジョンづくり支援
・集落ビジョンの作成に係る経費 定額（上限：200千円）

②法人化組織へのハード支援
・組織の法人化に伴い必要となる機械・施設整備（補助率:ハード1/3）

③法人化組織へのソフト支援
（ ）、 （ ）・機械維持管理支援 150千円/法人 定額 ・会計処理支援 90千円/法人 定額

（２）地域貢献活動・経営多角化支援
地域貢献活動や地域資源を活用した小さな起業等の経営多角化、担い手不在集落への
サポート活動等の経費を支援。

１）小さな起業等地域貢献活動支援
①小さな起業活動支援 補助率2/3以内（上限：500千円）
②生産維持活動支援 補助率1/2以内（上限：1,000千円）
③人材確保活動 補助率2/3以内（上限：1,000千円）

２）集落サポート活動支援
①集落サポート活動掛かり増し経費支援 15千円/10a（定額）
②サポート活動整備支援 補助率1/3以内（上限：20,000千円）

３）経営多角化支援
、 （ 、仕事創出につながる多角化を支援 補助率 ｿﾌﾄ1/2 ﾊｰﾄﾞ1/3 上限：ｿﾌﾄ2,000千円

ﾊｰﾄﾞ20,000万円）
（３）組織間連携・ネットワーク化支援

集落営農組織間の連携など広域連携組織づくりを支援。
①広域連携組織設立支援 (定額：400千円）
②広域連携組織活動支援 補助率：ソフト1/2、ハード1/3

（４）支援機関のフォローアップ活動費
集落の活性化に向け、上記（１）～（３）の取組のフォーローアップ活動支援
（補助率：県農業再生協議会 定額、市町村及び地域農業再生協議会等 1/2）

３ 事業実施主体
（１）①集落ビジョンの作成を志向する集落等

②集落営農組織設立に向けて活動する組織等
③平成27年１月１日以降設立された集落営農法人等

（２）集落営農組織（②及び③のサポート経営体は特定農業法人化計画等を有す）
（３）複数の集落営農法人、集落営農組織等で構成する団体
（４）県、県農業再生協議会、市町村、地域農業再生協議会・担い手協議会

４ 予算額
５３，６００千円
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【農業経営課】 ［主要事業］

総合 基本目標 Ⅱ 安心して暮らせるしまね

発展 政 策 名 ５ 生活基盤の維持・確保

計画 施 策 名 ５ 農山漁村の多面的機能の維持・発揮

事 務 事 業 名 中山間地域等直接支払事業

平地に比べ生産条件が不利な中山間地域等において、農業生産活動等の継続を１ 趣旨
通じて耕作放棄の発生を防止することにより、国土の保全・水源の涵養・良好な
景観の形成等の多面的機能を確保するため、農業者等に直接支払を実施する。

１ 事業概要
平地地域と中山間地域等との農用地の生産条件の格差等に対し、下記のとおり交付
金を交付する（平成２７年度～３１年度 。）

（１）対象地域及び対象農用地
次の要件を満たす農用地区域内に存する１ha以上の一団の農用地
①過疎、離島、半島、山村振興、特定農山村の各地域振興立法の指定地域にお
いては、急傾斜農用地、緩傾斜農用地、高齢化率・耕作放棄率が高い農用地

②上記①以外で、島根県中山間地域等活性化基本条例で規定する地域において
は、急傾斜農用地及びこれに連坦する緩傾斜農用地

③上記①及び②以外で、農林統計上の中山間地域においては、急傾斜農用地
④離島である隠岐４町村の農用地については、傾斜に係わらず生産コスト差に
応じて交付対象とする。

（２）対象者
集落協定又は個別協定に基づき、５年間以上継続して農業生産活動等を行う農業
者等（第３セクター、ＪＡ、生産組織等を含む 。）

（３）交付単価 （円／10a）

区分 田 畑 草地 備考（傾斜度）採草放牧地

急傾斜 21,000 11,500 10,500 1,000 田1/20以上、畑等15度以上

緩傾斜等 8,000 3,500 3,000 300 田1/100以上、畑等8度以上

生産コスト差 21,000 11,500 10,500

（隠岐４町村） 8,000 3,000 -

※基礎的な取り組みを行う場合は、交付単価の８割を交付

（４）加算単価（特に積極的な活動を実施する場合に加算）

①集落連携・機能維持加算
ア．集落協定の広域化
複数集落が連携した広域の集落協定を対象に、人材確保や集落間の連携活動体
制づくりを支援【地目に関わらず3,000円/10a】

イ.小規模・高齢化集落の支援
協定集落が小規模・高齢化集落の農用地を取り込んだ形で行う農業生産活動を
支援【田：4,500円/10a、畑：1,800円/10a】

②超急傾斜農地保全管理加算
超急傾斜農用地（田：1/10以上、畑20度以上）の農用地について、その保全や有
効活用に取り組む集落を支援【田・畑：6,000円/10a】

農業者の組織する団体等３ 事業実施主体

１,４２５,５７６千円４ 当初予算額
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【農業経営課】 ［その他事業］

総合 基本目標 Ⅰ 活力あるしまね

発展 政 策 名 ２ 自然が育む資源を活かした産業の振興

計画 施 策 名 １ 売れる農林水産品・加工品づくり

事務事業名 予 算 額 事 業 概 要 事業実施主体

農業技術センタ 99,494 ・水稲・麦・大豆 野菜 花き 果樹 県千円 、 、 、 、
ー試験研究費 病害虫、土壌・環境、特産開発、農

業経営に関する研究
・依頼分析
・農業技術センター情報の発信
・競争的試験・受託試験の実施

農業改良普及事 23,238 ・普及職員の資質向上 県千円
業 ・普及活動の実施
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【農業経営課】 ［その他事業］

総合 基本目標 Ⅰ 活力あるしまね

発展 政 策 名 ２ 自然が育む資源を活かした産業の振興

計画 施 策 名 ３ 農林水産業の担い手の育成・確保

事務事業名 予 算 額 事 業 概 要 事業実施主体

しまね農業振興公社就農促進活動事 17,853 ・本県農業を担う優れた新規就農者を千円
業 確保・育成するため、就農志向段階 県

から就農初期段階までの幅広い支援
を行う。

担い手総合支援事業

担い手育成支 12,299 ・認定農業者、農業法人、集落営農組 県、市町村千円
県・地域再生協議会 等援事業 織等、地域農業の担い手を育成・確

保するため、総合的な支援を実施す
る。

経営体育成支 60,000 ・人・農地プラン等に位置づけられた 認定農業者、千円
援事業 中心経営体等が融資等を受けて農業 集落営農組織

等用機械等を導入する際等に経費の一
部を助成。

人・農地問題解 17,500 ・人・農地プランの継続的な話し合い 県、市町村、千円
決支援事業 と見直しを行うための活動や集落営 集落営農組織

等農の組織化・法人化等の取組等を支
援。

農林大学校にお 38,426 ・短期研修事業の実施 県千円
ける教育研修 ・研修教育の実施

・奨学金の貸付

中核的農業者資 1,500 ・農業経営改善に取り組む担い手農業 県千円
質向上事業 者に対し、新技術導入などにより課

題解決や経営改善が図られ、経営力
が高まるよう支援する。

青年農業者資質 1,390 ・青年農業者の資質向上を図り、将来 県千円
向上事業 の農業・農村の中心的な役割を担う

人材を育成する。
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【農業経営課】 ［その他事業］

総合 基本目標 Ⅰ 活力あるしまね

発展 政 策 名 ２ 自然が育む資源を活かした産業の振興

計画 施 策 名 ３ 農林水産業の担い手の育成・確保

事務事業名 予 算 額 事 業 概 要 事業実施主体

農業制度資金融資事業

農業近代化資 14,978 ・意欲と能力をもって農業を営む者等 県千円
金利子補給事 に対し、農業経営の展開を図るのに
業 必要な資金を融通する農協等金融機

関に対して利子補給を行い、農業者
の利子負担を軽減し、農業経営の近
代化及び農業負債の軽減を図る。

【融資枠 3億円】

農業経営改善 100,000 ・認定農業者の経営改善計画に必要な 県千円
促進資金貸付 運転資金を低利で円滑に融通するた
事務 め、県がその原資の一部を造成（島

根県農業信用基金協会に無利子貸
） 、 。付 し 金融機関と協調融資を行う

【融資枠 6億円】

農業経営基盤 5,983 ・日本政策金融公庫から農業経営基盤 県千円
強化資金利子 強化資金（スーパーＬ資金）を借り
補給事務 入れる認定農業者に対し、利子補給

を行うことにより、認定農業者の経
営改善計画の達成を支援し、効率的
・安定的な農業経営体の育成に資す
る。

農業制度資金 4,160 ・農業近代化資金等の農業制度資金を 県千円
出えん事務 借り入れた農業者に対し債務保証を

行う島根県農業信用基金協会が積み
立てる特別準備金に出えんを行い、
農業者への資金融通の円滑化を図
る。


